
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食材料費補助事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯を支援
するため、給食費の値上げを行わず、栄養バランスや量を確保した給食を提
供するために賄材料費の増額を行うもの。
なお、支援対象から教職員等は除く。
②需用費
③需用費：52,300千円(対象者　児童生徒９，５３７人　給食費全体の１０％を
計上（給食費全体523,000千円×0.1＝52,300千円）)
合計：52,300千円
④子育て世帯

R6.4 R7.3

2
②エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う子育て世帯
支援

のぞみ学園給食材料費補助事
業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯を支援
するため、給食費の値上げを行わず、栄養バランスや量を確保した給食を提
供するために賄材料費の増額を行うもの。
なお、支援対象から教職員等は除く。
②需用費
③需用費：750千円（33人（施設利用定員）*100円（愛知県物価高騰対策（R5
下半期）保育所等利用児童1人当たり100円／1食 を基準とする。）*227日
（R6給食提供予定日数））=749,100円≒750千円）
合計：750千円
④子育て世帯

R6.4 R7.3

3
⑨推奨事業メニュー例よりも
更に効果があると判断する地
方単独事業

水道料金減免事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける世帯や事業所を支
援するため、国、県、市町村等の公共団体が運営する公共施設を除いて、水
道事業が行う水道料金の減免を行うことに対して、補助金を交付するもの。
②補助金
③補助金　268,635千円
                減免給水料（メーター使用料含む）　265,122千円
　　　　　　　　　　（算出式）4.532千円×58,500基
　　　　　　　開栓手数料、システム改修費　　3,513千円
④市民

R6.4 R7.3

4
⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

瀬戸市配合飼料価格高騰対策
支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける生産者を支援する
ため、配合飼料価格の高騰分に対し支援金を給付するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③配合飼料価格高騰対策支援金　6,850千円
合計　6,850千円　(配合飼料3,425t（過去実績）×2,000円＝6,850,000円）
④市内生産者

R6.4 R7.3

5
⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

瀬戸市粗飼料価格高騰対策支
援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける生産者を支援する
ため、粗飼料価格の高騰分に対し支援金を給付するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③粗飼料価格高騰対策支援金　750千円
合計　750千円　(粗飼料150t（過去実績）×5,000円＝750,000円）
④市内生産者

R6.4 R7.3

6
⑥農林水産業における物価高
騰対策支援

瀬戸市施設園芸用燃油価格高
騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける生産者を支援する
ため、施設園芸用燃油価格の高騰分に対し支援金を給付するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③施設園芸用燃油価格高騰対策支援金　1,500千円
合計　1,500千円（250千円×6（対象事業者数））
④市内生産者

R6.4 R7.3

⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

瀬戸市省エネ促進事業補助事
業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける市内中小企業者に
対し、エネルギー価格高騰対策支援として、省エネルギー診断に基づき、省
エネルギー設備等を導入する費用の一部を補助するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③市内中小企業者省エネルギー促進補助金　5,000千円
（省エネルギー診断に基づき、省エネルギー施設等を導入する費用の1/3を
補助する。補助上限額1,000千円×5社＝5,000千円）
④市内中小企業者

R6.4 R7.3

⑦中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

瀬戸市事業用電気自動車等導
入補助事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける市内中小企業の省
エネ取組促進及び脱炭素社会の実現のため、市内中小企業者に対し、電気
自動車等の導入に係る経費の一部を補助することで、事業継続拡大を支援
するとともに脱炭素社会の実現を目指すもの。
②負担金、補助金及び交付金
③事業用電気自動車等導入補助金　10,000千円
（補助対象者が、①電気自動車の購入、②充電器の設置に係る費用の一部
を支援する。補助上限額①300千円/台（最大2台）、②設置費用の1/2（上限
100千円）。１社あたり交付見込み額500千円×20社＝10,000千円）
④市内中小企業者

R6.4 R7.3
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